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平成２０年度損益の概要（単体）平成２０年度損益の概要（単体）

○ コア業務純益 ９１億円
　　　　　　　　１９年度対比△11億円

　　投信販売の低迷等による役務取引等
　利益の減少に加え経費の増加により減少

　⇒ コア業務粗利益増減要因･･･２ページ
　⇒ 経費増加要因･･･7ページ

○ コア業務純益 ９１億円
　　　　　　　　１９年度対比△11億円

　　投信販売の低迷等による役務取引等
　利益の減少に加え経費の増加により減少

　⇒ コア業務粗利益増減要因･･･２ページ
　⇒ 経費増加要因･･･7ページ

○ 経常利益 △１２億円
　　　　　　　　１９年度対比△８8億円

　以下を主因に赤字を計上
　・ 金融マーケットの混乱等による
　　有価証券の減損処理
　・ 取引先の業態悪化等に対応した
　 予防的な貸倒引当金の積み増しに
　　よる与信費用の増加

　⇒ 有価証券損益･･･６ページ
　⇒ 与信費用･･･8ページ

○ 経常利益 △１２億円
　　　　　　　　１９年度対比△８8億円

　以下を主因に赤字を計上
　・ 金融マーケットの混乱等による
　　有価証券の減損処理
　・ 取引先の業態悪化等に対応した
　 予防的な貸倒引当金の積み増しに
　　よる与信費用の増加

　⇒ 有価証券損益･･･６ページ
　⇒ 与信費用･･･8ページ

○ 当期純利益 △２０億円
　　　　　　　　１９年度対比△54億円

　　経常損益の悪化により赤字を計上

○ 当期純利益 △２０億円
　　　　　　　　１９年度対比△54億円

　　経常損益の悪化により赤字を計上

(単位：億円)

増　減

コア業務粗利益 363 358 △ 5

業務粗利益 360 306 △ 54

資金利益 327 326 △ 1

役務取引等利益 38 32 △ 6

その他業務利益 △ 4 △ 52 △ 48

うち国債等債券損益…① △ 2 △ 52 △ 50

経費 260 267 7

人件費 126 128 2

物件費 121 124 3

コア業務純益 102 91 △ 11

一般貸倒引当金繰入額…② 1 4 3

業務純益 98 35 △ 63

臨時損益 △ 22 △ 47 △ 25

不良債権処理額…③ 23 72 49

株式等関係損益…④ 7 27 20

経常利益 76 △ 12 △ 88

特別損益 △ 6 △ 4 2

当期純利益 34 △ 20 △ 54

有価証券関係損益（①＋④） 4 △ 25 △ 29

与信費用（②＋③） 25 76 51

20年度
実　　績

19年度
実　　績



322 313 324 327 326

38 41 38 32

0△ 2△ 310△ 3

31

350
363 362 363 358

-50

100

250

400

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

○ 資金利益 19年度対比△1億円○ 資金利益 19年度対比△1億円

327 326

△3

+13 △3

△3 ＋4

△7
△1

貸出金利息

平残
平残

平残利回り

利回り

利回り

有証利息 預金利息

その他

１９年度
20年度

コア業務粗利益コア業務粗利益

(億円)
≪コア業務粗利益の推移≫

△6

資金利益

役務取引等利益

その他

△1

≪１９年度対比増減要因≫

○ 役務取引等利益 19年度対比△６億円

　

○ 役務取引等利益 19年度対比△６億円

　

△1
38 32

△5

１９年度

20年度

投信関連手数料

為替手数料ほか

2

◎ コア業務粗利益は､投信販売低迷による手数料収入減少などにより１９年度対比減少
◎ 貸出残高増加により貸出金利息収入は増加したが､有価証券の利回り低下による有価証券
　利息配当金の減少や預金利息の支払負担増加などにより､資金利益は１９年度対比微減
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◎ 貸出金は事業先貸出の増加（増加率＋11.２%）を主因に１９年度対比で6２９億円増加
　　⇒個人向け貸出も増加に転じた
◎ 県外の貸出金利回り低下により全行利回りも低下

貸出金残高および利回りの推移貸出金残高および利回りの推移

≪貸出金および利息収入の推移≫
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(残高：億円)

+797

+33

△202

事業先

個　人

地公体

市場性
+629

（利息：
　億円）

貸出金利息収入

／16年度 ／17年度 ／18年度 ／19年度 ／20年度

≪直近３期の貸出金利回り推移≫(％)

≪事業先貸出　県内・県外別残高≫

県　内

県　外

+92

+705

(億円)
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◎ 預金は個人預金の増加（増加率＋3.2%）を主因に１９年度対比513億円増加
　　⇒個人預金は1兆4,000億円台で推移
◎ 投資信託は販売低迷・基準価格の低下で残高が減少したものの、個人預り資産全体では
　個人年金保険・個人預金の増加で１９年度対比＋2.4％の伸びを維持

預金および預り資産残高の推移預金および預り資産残高の推移
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≪個人預り資産残高の推移≫

(億円)

△41

+452

+102

法　人

個　人

地公体ほか

+513

(億円)

≪預金残高の推移≫
※譲渡性預金を含む

△17

△152

+111+3.1%

+3.0%

+2.7%

△0.4%
+0.8%

+2.9%

+3.2%

+2.4%
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有価証券残高および利回りの推移有価証券残高および利回りの推移

◎ 株価下落局面においてバリュー株へ投資
◎ 円債ポートフォリオのデュレーション長期化などにより利回り低下を抑制

≪有価証券残高の推移(取得原価ベース) ≫

(億円)
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≪有価証券利回りの推移≫

≪感応度およびデュレーションの推移≫

株式 前年比＋100億円

⇒ 下半期より割安銘柄・
　高配当利回り株へ投資

株式 前年比＋100億円

⇒ 下半期より割安銘柄・
　高配当利回り株へ投資

うち

・株式投信(国内･外国)165億円
　 （19年度対比△11億円）

・円建外債･ﾕｰﾛ円債 312億円
　 （19年度対比＋88億円）

うち

・株式投信(国内･外国)165億円
　 （19年度対比△11億円）

・円建外債･ﾕｰﾛ円債 312億円
　 （19年度対比＋88億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 99パーセントタイル基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20年9月末からコア預金に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内部モデルを導入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 99パーセントタイル基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20年9月末からコア預金に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内部モデルを導入

(％)

金利ﾘｽｸ量 Ｔｉｅｒ1＋Ｔｉｅｒ2 ｱｳﾄﾗｲﾔｰ比率
79億円 1,142億円 6.95%

≪アウトライヤー比率（２１年３月末）≫

1.35

1 .19

1 .36
1 .45

1 .35

1 .06

0 .92
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1 .23
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国内債券利回り

有価証券利回り

△5

+57

△11

+100

+78

+218



◎ 保有する有価証券について合計４３億円の減損を実施
◎ 有価証券評価損益は株式相場の大幅な下落によりマイナスに転じるも､株式はプラスを維持

有価証券損益の状況有価証券損益の状況

≪評価損益の推移≫≪有価証券関係損益の状況≫

6

○ 期末日における時価が取得原価に比べ
　　　　　　　　　　　　　　　50％以上下落
　　⇒ すべて減損処理を実施

○ 期末日における時価が取得原価に比べ
　　　　　　　　　　３0％以上50％未満下落
　　⇒ 期末日前の一定期間の時価の推移や
　　　発行会社の財務内容などにより、
　　　個々に時価の回復可能性を判断し実施

○ 期末日における時価が取得原価に比べ
　　　　　　　　　　　　　　　50％以上下落
　　⇒ すべて減損処理を実施

○ 期末日における時価が取得原価に比べ
　　　　　　　　　　３0％以上50％未満下落
　　⇒ 期末日前の一定期間の時価の推移や
　　　発行会社の財務内容などにより、
　　　個々に時価の回復可能性を判断し実施

◇◇当行の減損ルール当行の減損ルール
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(億円)

国内債

株　式

その他

合　計

内 訳

（単位：億円）

評価益 評価損（△）

株　式 51 88 37
国内債 23 66 42

国債 35 38 2
うち変動利付国債 ※ 17 19 2
地方債 3 9 6
社債 △ 15 18 33

その他 △ 84 2 87
円建外債・ユーロ円債 △ 23 0 23
投資信託 △ 60 2 63
投資事業組合・出資金 0 0 0

合　計 △ 9 157 167

評価損益

※　変動利付国債については「金融資産の時価の算定に関する
　 実務上の取扱い」に基づく合理的に算定された価格で評価

△ 25

うち減損 △ 43

有価証券関係損益
　　　　　　　　 …①＋②

（単位：億円）

△ 52 27

売却益 17 売却益 37
償還益 - 売却損（△） 0
売却損（△） 6 減　損（△） 9
償還損（△） 28
減　損（△） 34

株式等損益
　　　　　　　…②

国債等債券損益
　　　　　　　　 　…①



◎ 経費は次期システム移行関連費用などにより１９年度対比増加
　（19年度の増加はＡＴＭ更新などの影響）
◎ 次期システム移行までの期間(20～22年度)はＯＨＲが高どまり､23年度以降低下見込み
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111 111 114 121 124
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72.81%
69.81% 69.69%

71.82%
74.47%

255 253 253
260 267
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○ 人件費 １２８億円（19年度比＋２億円）

　・ 増加要因は退職給付費用の増加
　・ 行員は微増。15年3月末比では△103人

　　　　人員構成の推移

○ 人件費 １２８億円（19年度比＋２億円）

　・ 増加要因は退職給付費用の増加
　・ 行員は微増。15年3月末比では△103人

　　　　人員構成の推移

2 ,055
1 ,941 1 ,968 2 ,021

1 ,5 27 1 ,448 1 ,4 58 1 ,477

1 ,9 22

1 ,465

1,000

1,500

2,000
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(億円)

≪経　費　の　推　移≫

ＯＨＲ(経費÷コア業務粗利益)

経　　費経　　費

○ 物件費 １２４億円（19年度比＋３億円）
　・ 次期システム移行に関連し､営業店端末や

　　ネットワーク等の更改費用が発生
　 　⇒ 22年度の次期システム移行まで関連
　　 　経費が増加する予定
　・ 次期システム移行関連以外は抑制
　　⇒コストカットプロジェクトにより推進

○ 物件費 １２４億円（19年度比＋３億円）
　・ 次期システム移行に関連し､営業店端末や

　　ネットワーク等の更改費用が発生
　 　⇒ 22年度の次期システム移行まで関連
　　 　経費が増加する予定
　・ 次期システム移行関連以外は抑制
　　⇒コストカットプロジェクトにより推進

19年度 20年度 増減

 物件費 121 124 3
うち次期ｼｽﾃﾑ 2 9 7

+3

+2

人 件 費

物 件 費

税 金

(単位：億円)

≪19年度対比増減要因≫

7

うち行員うち行員

全員（含むパート・事務嘱託）全員（含むパート・事務嘱託）(人)

+2

+7
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1 4

△ 45

79

26
32

23

25

76

9

33

15

0.20%0.13%

0.07%
0.59%0.27%

-50

0

50

100

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

◎ 与信費用は予防的な貸倒引当金の積み増しなどによりここ数年の実績を大幅に上回った
◎ これにともない与信費用比率は一時的に上昇

与信費用の状況与信費用の状況

与信費用比率

≪実質与信費用の推移≫

(億円)

※与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

与信費用

個別貸倒引当金戻入額
一般貸倒引当金繰入額

不良債権処理費用

　２０年度の与信費用比率0.59％は、
1６～19年度平均0.1６％の3.６倍

　２０年度の与信費用比率0.59％は、
1６～19年度平均0.1６％の3.６倍

8

○ 秋田県内

○ 全　　国

　　　　　　　　　　　　　　（東京商工リサーチ）

⇒ 20年度の県内企業倒産は件数でほぼ横ばい、
　 負債総額で1.6倍にとどまっており、全国に比べ
　 増加率は低位

○ 秋田県内

○ 全　　国

　　　　　　　　　　　　　　（東京商工リサーチ）

⇒ 20年度の県内企業倒産は件数でほぼ横ばい、
　 負債総額で1.6倍にとどまっており、全国に比べ
　 増加率は低位

≪企業倒産（負債総額1,000万円以上）≫

18年度 19年度 20年度

102件 117件 121件

前 年 比 -10.5% 14.7% 3.4%

230億円 230億円 377億円

前 年 比 -4.4% 0.0% 63.9%

件　　数

負債総額

18年度 19年度 20年度

13,337件 14,366件 16,146件

前 年 比 1.2% 7.7% 12.3%

54,462億円 57,955億円 140,189億円

前 年 比 -11.0% 6.4% 141.8%

負債総額

件　　数



247 213

365
357

59
73

269

657

347

506

181

10

627643
672

1,344

10.03%

5.14% 4.86% 4.52%

0

500

1,000

1,500

14年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

残高ベースでは、県内が微減、県外は順調に増加
単純に利回りで比較すると県内が高いものの、利回り上昇幅は県外が上回る。

◎ 不良債権残高は貸出条件緩和債権の認定基準改正などにより１９年度対比で減少
◎ 貸出金残高が増加したことから不良債権比率は0.３４Ｐ改善
◎ 金融再生法開示債権額に対する保全率（担保保証等＋貸倒引当金）は９０.１％

不良債権の状況不良債権の状況

≪金融再生法開示債権の推移≫

不良債権比率

破産更生債権等

危険債権

要管理債権

(億円)

部分直接償却未実施
＜参考＞
部分直接償却実施後

　３.３３%

部分直接償却未実施
＜参考＞
部分直接償却実施後

　３.３３%

+56

△10

△63

○ 貸出条件緩和債権の認定基準改正により減少

　　　　　　　　　　　　　　　　6３億円

○ 貸出条件緩和債権の認定基準改正により減少

　　　　　　　　　　　　　　　　6３億円

≪不良債権の増減（20年3月比）≫

(単位：億円)

債権額
Ａ

保全額
Ｂ

未保全額
(Ａ-Ｂ)

保全率
(Ｂ÷Ａ)

破産更生債権 269 269 0 100.0%
危険債権 347 292 55 84.0%
要管理債権 10 3 7 36.0%
合　計 627 565 62 90.1%

≪金融再生法開示債権の保全状況≫

△16

9

(単位：億円)

増　　　加 減　　　少

ランクダウン 160 回収等 △ 49
　⇒要管理債権へ (9) ランクアップ △ 97
　⇒危険債権へ (80) 　⇒要管理債権から (△81)

　⇒破産更生債権等へ (70) 　⇒危険債権から (△13)

与信額増加等 1 　⇒破産更生債権等から (△2)

直接償却等 △ 31
増加合計 162 減少合計 △ 178

ピーク



63

255

197

80

57

92

63

490

47

417

バ・可能 配賦 実績

残高ベースでは、県内が微減、県外は順調に増加
単純に利回りで比較すると県内が高いものの、利回り上昇幅は県外が上回る。

◎ 自己資本比率は赤字計上およびリスクアセット増加によりやや低下したものの
　11％台を維持
◎ Ｔｉｅｒ１比率も10％台を確保

自己資本（単体）の状況自己資本（単体）の状況

※国内基準

　信用リスク・アセットの算出・・・標準的手法

　ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ相当額の算出・・・粗利益配分手法

≪自己資本比率およびＴｉｅｒ１比率の推移≫

10

(単位：億円、ｐ)

前年比

自己資本額…① 1,158 1,170 1,142 △ 28

Tier１…② 1,091 1,103 1,070 △ 33

Tier２ 66 68 71 3

一般貸倒引当金 39 41 45 4

再評価差額金45% 27 26 26 0

負債性資本調達手段等 - - - -

控除項目 0 0 0 0

リスクアセット…③ 9,716 9,777 10,144 367

信用ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ 9,076 9,127 9,492 365

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ 639 649 651 2

11.92% 11.97% 11.26% △ 0.71

11.23% 11.28% 10.55% △ 0.73Tier1比率(②÷③)

19年3月末 20年3月末 21年3月末

自己資本比率(①÷③)

バッファーバッファー
およびおよび
配賦可能額配賦可能額

資本配賦額資本配賦額 リスク実績リスク実績
（（2121年年33月末）月末）

配
賦
可
能
額

バ
ッ
フ
ァ
ー

Ｔｉｅｒ１
1,070

≪資本配賦の状況≫

52
31

490

363

要管理先以下の未引当額の実損への備え

オペリスク相当額

その他有価証券評価損拡大への備え

自己資本比率４％クリア水準

信用信用リスク

金利リスク

株価リスク

その他リスク

(単位：億円)

80



平成２１年度収益計画（単体）平成２１年度収益計画（単体）

○ 経常利益 ４６億円
　　　　　　　　　２０年度比＋５８億円

（主な増減要因） 　
・ 国債等債券損益の増加　　55億円
・ 物件費の増加　　　　　 △８億円
・ 不良債権処理額の減少　　40億円
・ 株式等関係損益　　　 △１９億円

○ 経常利益 ４６億円
　　　　　　　　　２０年度比＋５８億円

（主な増減要因） 　
・ 国債等債券損益の増加　　55億円
・ 物件費の増加　　　　　 △８億円
・ 不良債権処理額の減少　　40億円
・ 株式等関係損益　　　 △１９億円

○ コア業務純益 ８０億円
　　　　　　　　　２０年度比△11億円

（主な増減要因）
・ 資金利益の減少　△5億円
・ 物件費の増加　　△8億円

○ コア業務純益 ８０億円
　　　　　　　　　２０年度比△11億円

（主な増減要因）
・ 資金利益の減少　△5億円
・ 物件費の増加　　△8億円

○ 当期純利益 ２１億円
　　　　　　　　　２０年度比＋41億円

○ 当期純利益 ２１億円
　　　　　　　　　２０年度比＋41億円

11

(単位：億円)

増　減

コア業務粗利益 358 356 △ 2

業務粗利益 306 360 54

資金利益 326 321 △ 5

役務取引等利益 32 31 △ 1

その他業務利益 △ 52 6 58

うち国債等債券損益…① △ 52 3 55

経費 267 276 9

人件費 128 129 1

物件費 124 132 8

コア業務純益 91 80 △ 11

一般貸倒引当金繰入額…② 4 4 0

業務純益 35 79 44

臨時損益 △ 47 △ 33 14

不良債権処理額…③ 72 32 △ 40

株式等関係損益…④ 27 8 △ 19

経常利益 △ 12 46 58

特別損益 △ 4 △ 3 1

当期純利益 △ 20 21 41

有価証券関係損益（①＋④） △ 25 11 36

与信費用（②＋③） 76 37 △ 39

21年度
計　　画

20年度
実　　績

※ 物件費132億円のうち17億円は
　 次期システム移行にかかる費用

※ 物件費132億円のうち17億円は
　 次期システム移行にかかる費用



6 2 △ 1

113 110 99

259
269

262

△ 38△ 51 △ 56

326 321327

-100

0
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200
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400

19年度 20年度 21年度(計画)

7,903

2,429

8,009

3,3913,389

2,437

13,723 13,837

0

4,000

8,000

12,000

16,000
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4,391

2,026

4,560

14,97314,530

1,794

20,949 21,327

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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0 .18

0.0
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資金資金利益シミュレーション利益シミュレーション

◎ 預金・貸出金ともに引き続き増加させる計画
◎ 利回り低下により資金利益は微減の見通し

＜金利シナリオ＞

21年度中は金利政策に変更なし

≪ 資金利益計画 ≫ ≪ 預　　金 ≫

資金利益

貸出金利息

有価証券利息

預金利息

△7

△11

＋18

△5

≪ 貸　出　金 ≫
地公体ほか

個　人

法　人

事業先

個　人

地公体(億円)

(億円)

＋169

＋443

△232

＋378 ＋114

＋8

＋2

＋106

≪≪ 運　用　利　回　り運　用　利　回　り ≫≫

貸出金利回り

有価証券利回り

預金債券等利回り
（預金＋ＮＣＤ）

(％)

(億円)

12

※譲渡性預金を含む

その他

△3



　経　経 営営 戦戦 略　略　



　○「製造業」･･･ 21年３月の県鉱工業生産指数は主力の電子部品･デバイスなど

　　　　　　　の生産が回復に転じ８か月ぶりに前月比4.9％上昇

　○「建設業」･･･ 21年３月の公共工事請負額は前年同月比63.2％増の190億円
　　　　　　　　21年度においても県の公共工事は当初予算715億円に約118

　　　　　　　億円の補正が行われ約833億円の予算規模（20年度当初予算
　　　　　　　748億円を約85億円上回る規模）となる見込み

秋田県経済の概況・トピックス秋田県経済の概況・トピックス

　　　　　　　　　 （３～４月）　　　　　　　　　 （３～４月） 経済トピックス経済トピックス経済トピックス

≪県鉱工業生産指数≫ ≪公共工事請負金額≫

13

秋田県経済の概況秋田県経済の概況秋田県経済の概況

◎　県内経済は悪化が続き厳しい状況

　○ 製造業では主力の電子部品･デバイスをはじめ機械金属､木材の生産が
　　前年比で大幅に減少

　○ 建設業の受注は引き続き公共工事が増加しているが民間工事は不振

　○ 新設住宅着工戸数は分譲住宅（マンション）による押上げが見られる
　　ものの主力の持家が低水準で推移

　○ 21年３月の有効求人倍率は0.30倍と昭和58年8月以来の低水準に
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（資料：東日本建設業保証）（資料：秋田県学術国際部統計課）

鉱工業総合

電子部品・デバイス

☆ 一部で「底打ちの兆し」も

○ 西部ロシアへの国内自動車メーカー進出が
　相次ぎ、部品供給体制の構築が必要に

○ 国内各地でｺﾝﾃﾅに積み込んだ部品を秋田港

　から貨物船･ｼﾍﾞﾘｱ鉄道を利用し現地に輸送

⇒ 秋田港の物流拠点としての価値向上
　関連企業の進出･雇用拡大

シーアンドレール構想シーアンドレール構想

○ 本県は多数の温泉がある地熱地帯

○ 県南の湯沢市で電源開発と三菱ﾏﾃﾘｱﾙが地熱
　発電所の新設に向けた調査井掘削を開始

⇒ 地球温暖化への影響が少ない国産エネル
　ギーの活用･地熱を利用した観光ＰＲ

地 熱 発 電 所地 熱 発 電 所

平成17年＝100、季節調整済み

○ 企業の事業再編にともなう県内生産拠点への
　集約の動き
・ユニシアジェーケーシーステアリングシステム㈱
　 （自動車のパワーステアリング製造･日立製作所子会社）

・ＮＥＣ液晶テクノロジー㈱
　 （産業系液晶ディスプレーモジュール等製造）

・ニプロ㈱（人工透析機器の製造工場増設）

⇒県内工業生産の増加･雇用拡大

生産拠点集約化生産拠点集約化

(月) (月)

１９０億円
（＋63.2％）

○ 鉱業は元来秋田県の主要産業

○ 蓄積された製錬技術を活用し使用済み家電
　からレアメタルを含む各種金属を回収

⇒ 新たな基幹産業としての発展

リサイクル・ビジネスリサイクル・ビジネス



中期経営計画（２０～２１年度）の概要中期経営計画（２０～２１年度）の概要

【中期的に目標とする姿】【中期的に目標とする姿】

重　点
方　針

重　点重　点
方　針方　針 収益構造の改革収益構造の改革 組織風土の変革組織風土の変革お客様支持の向上お客様支持の向上

「輝きと存在感を持ってお客様と地域から圧倒的に支持されるとともに地域発展に貢献できる銀行」

２０年度の環境変化２０年度の環境変化

○ 金融マーケットの混乱・
　　　　　　株式相場の大幅な下落

○ 景気後退による取引先の業態悪化

○ 県内金融機関の経営統合

○ 金融マーケットの混乱・
　　　　　　株式相場の大幅な下落

○ 景気後退による取引先の業態悪化

○ 県内金融機関の経営統合

　　　　　　　　　　　　「収入増加」と「支出削減」の両面を強化し経営環境の変化に耐えられる
　　　　　　　　　　　コア業務純益を積み上げ

　　　　　　　　　　　　「お客様との接点拡大」を通じた信頼関係の構築による圧倒的な支持獲得

　　　　　　　　　　　　全行事業「次期システム移行（22年5月）」「創業130周年記念事業」を通じて
　　　　　　　　　　　結束力を強化し進取の組織風土への変革を実現

　　　　　　　　　　　　「収入増加」と「支出削減」の両面を強化し経営環境の変化に耐えられる
　　　　　　　　　　　コア業務純益を積み上げ

　　　　　　　　　　　　「お客様との接点拡大」を通じた信頼関係の構築による圧倒的な支持獲得

　　　　　　　　　　　　全行事業「次期システム移行（22年5月）」「創業130周年記念事業」を通じて
　　　　　　　　　　　結束力を強化し進取の組織風土への変革を実現

２１年度基本方針２１年度基本方針２１年度基本方針

「あきぎんEvolution＜１st Stage＞」～新たな進化に向けてブレイクスルー～

環境変化による影響環境変化による影響

○ 保有有価証券の多額の減損処理

　 投資信託の販売伸び悩み

○ 与信費用の増加

○ 競合の激化

○ 保有有価証券の多額の減損処理

　 投資信託の販売伸び悩み

○ 与信費用の増加

○ 競合の激化

赤
字
計
上

赤
字
計
上

中期経営計画（20～21年度）

収益構造の改革収益構造の改革

お客様支持の向上お客様支持の向上

組織風土の変革組織風土の変革

【そのための第１ステージ】

３つの重点方針は継続

２０年度の環境変化を踏まえ、計数目標および収益構造の改革に向けて掲げた各施策を見直し
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○ 県外マーケット
・ 東京（＋45.5％）･･･大企業向け貸出の増加で大幅な伸び
・ 宮城（＋12.4％）･･･東北最大のマーケット（仙台）で
　　　　　　　　　　事業先向け貸出を推進
・ 青森（＋7.7％）･岩手（＋7.5％）･･･渉外担当者増員効果
・ 福島（＋0.1％）･･･郡山市内フルバンキング３店舗体制
　　　　　　　　　　の始動によりプラス転換

○ 県内マーケット
・ 秋田市（△0.3％ ）･･･県向け貸出の減少・大口先の県外
　　　　　　　　　　　支店への移管により平残減少

○ 県外マーケット
・ 東京（＋45.5％）･･･大企業向け貸出の増加で大幅な伸び
・ 宮城（＋12.4％）･･･東北最大のマーケット（仙台）で
　　　　　　　　　　事業先向け貸出を推進
・ 青森（＋7.7％）･岩手（＋7.5％）･･･渉外担当者増員効果
・ 福島（＋0.1％）･･･郡山市内フルバンキング３店舗体制
　　　　　　　　　　の始動によりプラス転換

○ 県内マーケット
・ 秋田市（△0.3％ ）･･･県向け貸出の減少・大口先の県外
　　　　　　　　　　　支店への移管により平残減少

貸出金残高増強貸出金残高増強

残高ベースでは、県内が微減、県外は順調に増加
単純に利回りで比較すると県内が高いものの、利回り上昇幅は県外が上回る。

◎ 運用力強化の観点から県外での貸出金残高の増強を積極的に推進
　○ 20年度の貸出金残高の増加は県外が牽引
　○ 県外の利回り低下は、東京・宮城での貸出増加が主因
　　　⇒ 東京・宮城以外の地域の利回りは秋田県内とほぼ同水準

≪地域別貸出金状況≫
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(単位：億円、％、P)

前年度比

貸出金平残 利回り 平残増減率 利回り増減

12,988 2.06 5.7 △ 0.04

3,436 1.63 23.3 △ 0.13

北海道 289 2.10 △ 3.5 0.02

青　 森 289 2.40 7.7 △ 0.10

岩　 手 104 2.16 7.5 △ 0.05

宮　 城 410 1.79 12.4 △ 0.20

福　 島 361 2.22 0.1 △ 0.09

新　 潟 104 2.06 △ 1.5 △ 0.17

東　 京 1,876 1.24 45.5 △ 0.01

9,551 2.22 0.6 0.03

秋田市 5,213 1.96 △ 0.3 0.05

県　 北 2,177 2.49 2.7 △ 0.06

県　 南 2,160 2.56 1.0 0.01

県　    　内

地　域
20年度

全店(本部勘定を除く)

県　   　外

★★ 2020年度の実績年度の実績

○ 県外マーケット（21年度から）
・ 16店舗の県外営業拠点を最大限に活用
・ 質･量両面で人員を重点投入し営業力をさらに強化

○ 県内マーケット（22年度以降）
・ 人口減少等でマーケットが縮小傾向にある県内営業店
　 ネットワークを見直ししローコスト化を推進

※ 次期システム移行にともなうシステム開発凍結により
　　22年度から段階的に実施

○ 県外マーケット（21年度から）
・ 16店舗の県外営業拠点を最大限に活用
・ 質･量両面で人員を重点投入し営業力をさらに強化

○ 県内マーケット（22年度以降）
・ 人口減少等でマーケットが縮小傾向にある県内営業店
　 ネットワークを見直ししローコスト化を推進

※ 次期システム移行にともなうシステム開発凍結により
　　22年度から段階的に実施

★★ 2121年度以降の方針年度以降の方針　～経営資源の有効配分～　～経営資源の有効配分～



県内シェアアップ県内シェアアップ

◎ 全県だけでなく、秋田市、県北、県南いずれの地域でも預金・貸出金シェアＮｏ.1
　 　秋田市、県北に比べてシェアの低い県南も上昇
◎ 引き続き地域に密着した営業を推進しシェアアップを進める

※ シェア算出対象：地方銀行、第２地銀、信用金庫、信用組合

預金シェア推移預金シェア推移貸出金シェア推移貸出金シェア推移

〔資料：預金・貸出金一覧＜㈱日本金融通信社＞〕
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54.5%
55.0% 54.8%

55.3%

56.0% 56.2% 56.0%

61.2%

62.1%
61.5%

61.9%

45.2% 45.2% 45.2%

46.4%

56.3%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

18年3月 19年3月 20年3月 21年3月

全県 県北 秋田市 県南

50.2%
51.1% 50.8%

51.6%

51.8% 51.9%

54.0%

55.5%
55.0%

41.7% 41.9%
41.5%

42.7%

55.2%

52.7%
55.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

18年3月 19年3月 20年3月 21年3月

全県 県北 秋田市 県南



法人部門戦略法人部門戦略～事業法人向けソリューション営業の強化～事業法人向けソリューション営業の強化

◎ 取引先に対する提案型・問題解決型営業の実践を強化し他行差別化を推進
◎ 取引先の成長・発展を通じ当行の経営基盤強化および地域経済の活性化を実現する

重点企業支援運動「パワーアップ２１」の推進

　◎ 取引先の企業力向上、当行の提案力向上、全体としての地域力向上を実現

　○ 300先の事業法人をリストアップし、全対象先に対しビジネスマッチング・各種コンサルティング・
　　資金調達などを支援し確固たるメイン化を推進
　○ このうち50先の「特別支援先」に対しては本部が積極的に支援

重点企業支援運動「パワーアップ２１」の推進重点企業支援運動「パワーアップ２１」の推進

　◎ 取引先の企業力向上、当行の提案力向上、全体としての地域力向上を実現

　○ 300先の事業法人をリストアップし、全対象先に対しビジネスマッチング・各種コンサルティング・
　　資金調達などを支援し確固たるメイン化を推進
　○ このうち50先の「特別支援先」に対しては本部が積極的に支援
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≪当行の主要な事業法人向けソリューションメニュー≫

○ ポータルサイトでの情報検索、商談等の各種機能
○ ｅメールによる情報提供、対面個別相談
○ 会員向けイベント（セミナー・商談会）の開催

○ ポータルサイトでの情報検索、商談等の各種機能
○ ｅメールによる情報提供、対面個別相談
○ 会員向けイベント（セミナー・商談会）の開催

★★ 会員制経営支援サービス会員制経営支援サービス「あきぎん「あきぎんBiscomBiscom((ビスコムビスコム))」」

○ 個別商談の仲介や　　　　　　ビジネスマッチング件数の推移
　商談会の開催などに
　より販路拡大を支援

○ 個別商談の仲介や　　　　　　ビジネスマッチング件数の推移
　商談会の開催などに
　より販路拡大を支援

★★ ビジネスマッチングビジネスマッチング

○ Ｍ＆Ａ、事業承継に関する支援
○ 貿易・海外進出に関する相談・情報提供
○ 県内2大学への技術相談取次ぎ
○ インターネットビジネス支援
　（フーズインフォマート、ヤフー、楽天）
○ 格付取得仲介　など

○ Ｍ＆Ａ、事業承継に関する支援
○ 貿易・海外進出に関する相談・情報提供
○ 県内2大学への技術相談取次ぎ
○ インターネットビジネス支援
　（フーズインフォマート、ヤフー、楽天）
○ 格付取得仲介　など

★★ 各種連携を活かした企業支援各種連携を活かした企業支援

○ 動産担保融資の支援体制強化
○ 私募債引受
○ 農業関連融資

○ 動産担保融資の支援体制強化
○ 私募債引受
○ 農業関連融資

★★ 多様な資金供給機能の強化多様な資金供給機能の強化

193

417

514

18年度 19年度 20年度

＜主要な商談会＞
・「アグリブリッジｉｎあきた」
・Ｎｅｔｂｉｘ（北東北３行）による商談会
・「FOODEX JAPAN」（県ﾌﾞｰｽ設置）

≪21年度のメイン施策≫



14,973

13,677
13,831

14,078

14,530

12,880
12,64712,499

13,316
12,480

12,897

12,000

13,000

14,000

15,000

19年3月末 19年9月末 20年3月末 21年3月末 22年3月末

個人預金

うち県内

郵貯（県内）

個人部門戦略個人部門戦略～リテール基盤の拡大・取引のメイン化～リテール基盤の拡大・取引のメイン化

○ 20年度提携先
　 県内3信金1信組16ＪＡ、コンビニATM2社、東邦銀行
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 （イーネット、ローソンATM）

○ 県内最多のキャッシュポイントを実現
　 当行 約670か所 ＞ ゆうちょ 約300か所

　　　　　　　　　 ＞ 県内他行 約250か所　

○ 県外のキャッシュポイントが大幅に増加

⇒ 県内外を問わず高い利便性を提供

○ 20年度提携先
　 県内3信金1信組16ＪＡ、コンビニATM2社、東邦銀行
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 （イーネット、ローソンATM）

○ 県内最多のキャッシュポイントを実現
　 当行 約670か所 ＞ ゆうちょ 約300か所

　　　　　　　　　 ＞ 県内他行 約250か所　

○ 県外のキャッシュポイントが大幅に増加

⇒ 県内外を問わず高い利便性を提供

ＡＴＭ業務提携による利便性向上ＡＴＭ業務提携による利便性向上

○ 当行との取引内容に応じ、ATM手数料をはじめ
　とする各種優遇サービスを提供

○ 県内金融機関では唯一のポイントサービス

⇒ セールスツールとして活用し、取引集中化・
　メイン化を推進

○ 当行との取引内容に応じ、ATM手数料をはじめ
　とする各種優遇サービスを提供

○ 県内金融機関では唯一のポイントサービス

⇒ セールスツールとして活用し、取引集中化・
　メイン化を推進

ポイントサービス「とくだね倶楽部」ポイントサービス「とくだね倶楽部」

○ 東北初の銀行本体発行カード（19年4月～）

○ 21年3月末の会員数 約62,000件　

⇒ カード関連手数料による収益拡大をはかる

○ 東北初の銀行本体発行カード（19年4月～）

○ 21年3月末の会員数 約62,000件　

⇒ カード関連手数料による収益拡大をはかる

クレジットカード「クレジットカード「Only OneOnly One」」

≪個人預金残高推移≫
(億円)

(計画)

☆ 19年9月末に当行秋田県内個人預金残高は
　秋田県内のゆうちょ残高を逆転

☆ 19年9月末に当行秋田県内個人預金残高は
　秋田県内のゆうちょ残高を逆転
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◎ リテール基盤拡大施策により個人顧客基盤の拡大・他行差別化による取引メイン化を推進
◎ 施策の効果などにより個人預金残高は順調に推移
　　⇒ ２２年３月末には約４４0億円の個人預金増加を計画

＋443



48

86

42

174

74

70

19

40

55
70

110

62

157

122

229

0

100

200

19・上 19・下 20・上 20・下 21・上(計画)

個人部門戦略個人部門戦略～預り資産販売および個人ローンの推進～預り資産販売および個人ローンの推進

残高ベースでは、県内が微減、県外は順調に増加
単純に利回りで比較すると県内が高いものの、利回り上昇幅は県外が上回る。

◎ 営業店の預り資産販売への本部サポート・販売担当者の育成などを強化
　⇒ お客様の資金運用ニーズに的確に応えることで支持を拡大
◎ 住宅ローンの増加基調を維持
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(億円)

(年度・半期)

投資信託

≪投信・個人年金保険販売額の推移≫

個人年金保険

○ 専門指導担当者による営業店支援活動の拡大
○ 販売担当者研修体系の再構築
○ お客様に対するアフターフォロー強化
○ 定時定額型（積立型）投信の導入（20年12月～）

○ 専門指導担当者による営業店支援活動の拡大
○ 販売担当者研修体系の再構築
○ お客様に対するアフターフォロー強化
○ 定時定額型（積立型）投信の導入（20年12月～）

○ 個人ローンセンターの活用
　（秋田県内３か所・日曜営業）
○ キャンペーンの実施
○ 営業店担当者のスキルアップ

○ 個人ローンセンターの活用
　（秋田県内３か所・日曜営業）
○ キャンペーンの実施
○ 営業店担当者のスキルアップ

3,074 3,077 3,147

196
193

3,155

208

186

3,283 3,274
3,341 3,341

2,100

2,400

2,700

3,000

3,300

19年3月末 20年3月末 21年3月末 22年3月末(計画)

その他ローン

住宅ローン

★★ 個人ローン増強に向けた施策個人ローン増強に向けた施策☆☆ 預り資産販売強化に向けた施策預り資産販売強化に向けた施策

≪個人ローン残高の推移≫

(億円)

△7

＋8



4.52%

4.00%

21年3月末 22年3月末（計画）

与信費用の圧縮･不良債権の削減与信費用の圧縮･不良債権の削減

◎ 取引先に対するきめ細かい支援の実施により業態悪化を未然に防止し与信費用を圧縮
◎ 債務者区分ランクアップや事業再生手法の活用などにより既存の不良債権を削減
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○ 業態悪化の未然防止策の強化・拡充
　・ 対象先を一部正常先にまで拡大
　・ 取引先に対するモニタリングによる動態把握を強化
　・ 営業店管理者･担当者の与信管理スキル･感度向上を目的
　　とした研修･会議の開催

○ 「住宅ローン返済相談窓口」の継続設置

⇒ 営業店と本部で情報を共有化し、
　 取引先の業態変化に適応した早期支援を実施

○ 業態悪化の未然防止策の強化・拡充
　・ 対象先を一部正常先にまで拡大
　・ 取引先に対するモニタリングによる動態把握を強化
　・ 営業店管理者･担当者の与信管理スキル･感度向上を目的
　　とした研修･会議の開催

○ 「住宅ローン返済相談窓口」の継続設置

⇒ 営業店と本部で情報を共有化し、
　 取引先の業態変化に適応した早期支援を実施

★　★　2121　年　度　の　新　た　な　施　策　年　度　の　新　た　な　施　策

○ 不良債権削減・発生防止に向けたこれまでの施策
　・ 債務者区分ランクアップ支援　　　　　　　・ 建設業を対象とした業種別審査（20年度～）
　・ 事業再生手法の活用　　　　　　　　　　　・ 要注意先の業態悪化の未然防止（20年度下半期～）
　・ 延滞管理の強化　　　　　　　　　 　　（対象：一定額以上の与信残高がある要注意先約600先）
　・ 事業貸出先全先への訪問（19年度）　　 　・ 「住宅ローン返済相談窓口」の設置（21年１月～）

○ 不良債権削減・発生防止に向けたこれまでの施策
　・ 債務者区分ランクアップ支援　　　　　　　・ 建設業を対象とした業種別審査（20年度～）
　・ 事業再生手法の活用　　　　　　　　　　　・ 要注意先の業態悪化の未然防止（20年度下半期～）
　・ 延滞管理の強化　　　　　　　　　 　　（対象：一定額以上の与信残高がある要注意先約600先）
　・ 事業貸出先全先への訪問（19年度）　　 　・ 「住宅ローン返済相談窓口」の設置（21年１月～）

21年度方針：　景気低迷による取引先のさらなる業態悪化に備え、早めに適切な対応を行うことで
　　　　　　 倒産リスクを最小限に抑制

21年度方針：　景気低迷による取引先のさらなる業態悪化に備え、早めに適切な対応を行うことで
　　　　　　 倒産リスクを最小限に抑制

以下

≪不良債権比率の計画≫
※　金融再生法開示ベース



次期システム移行・創業１３０周年記念事業次期システム移行・創業１３０周年記念事業

◎ 全行事業「次期システム移行（22年5月）」「創業130周年記念事業」を通じて
　結束力を強化し進取の組織風土への変革を実現

21

22年５月に勘定系システムをＮＴＴデータ
「地銀共同センター」に移行する計画

○ 目　的
　 ・ システム関連コストの削減
　 ・ 必要なシステム投資の維持
　 ・ 人的負担の軽減

22年５月に勘定系システムをＮＴＴデータ
「地銀共同センター」に移行する計画

○ 目　的
　 ・ システム関連コストの削減
　 ・ 必要なシステム投資の維持
　 ・ 人的負担の軽減

次期システム移行次期システム移行

21年５月９日に創業１３０周年を迎え

お客様と地域の皆さまに感謝の意を表すため

地域社会への貢献に取り組んでまいります

21年５月９日に創業１３０周年を迎え

お客様と地域の皆さまに感謝の意を表すため

地域社会への貢献に取り組んでまいります

＜主な記念事業＞

地区別記念授業、「環境保護ポスター」の募集、

植栽事業、記念講演会、記念スポーツ教室、

記念コンサート、全行献血運動、女子事務服の改定

創業創業130130周年記念事業周年記念事業

≪移行スケジュール≫
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☆ 当行の基本方針

　　◎ 安定配当の維持を基本
　　◎ 自己株取得については１株当たり株主資本の増加をはかるため今後とも検討
　　◎ 引き続き高い株主還元率の維持を目指す

資本政策資本政策
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≪株主還元の推移（11年度以降）≫
(単位：百万円、％）

当期純利益 配当額 配当性向 自己株買付 株主還元率

平成１１年度 4,356 1,238 28.4% 1,695 67.3%

平成１２年度 2,442 1,010 41.3% 1,227 91.6%

平成１３年度 -9,583 1,000 -10.4% 844 -19.2%

平成１４年度 3,429 993 28.9% 379 40.0%

平成１５年度 4,569 991 21.6% 0 21.6%

平成１６年度 4,156 987 23.7% 799 42.9%

平成１７年度 4,836 1,083 22.3% 659 36.0%

平成１８年度 4,945 1,172 23.7% 0 23.7%

平成１９年度 3,461 1,160 33.5% 1,120 65.8%

平成２０年度 -2,061 1,159 -56.2% 0 -56.2%

平　　　　均 2,055 1,079 52.5% 672 85.2%

(１３・２０年度除く) 4 ,024 1,079 26.8% 734 45.0%



　本資料には、将来の業績にかかわる記述が含まれております。

　こうした記述は、その内容を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものです。

　将来の業績は、経営環境の変化等などにより現時点での計画と

異なる可能性があることにご留意ください。

本資料について本資料について

≪本資料に関するご照会先≫

　株式会社秋田銀行経営企画部企画チーム

　　TEL：018－863-1212

　　http：//www.akita-bank.co.jp


